
17 年 国 調

12 年 国 調

増 減 率

19 ． 3 ． 31

18 ． 3 ． 31

増 減 率

決算額 構成比 構成比

15,364,742 35.8 55.5
1,414,196 3.3 5.5
66,991 0.2 0.3
74,552 0.2 0.3 新 産 ×

73,344 0.2 0.3 工 特 ×

1,275,343 3.0 4.9 低 開 発 ×

16,534 0.0 0.1 産 炭 ×

0 0.0 0.0 山 振 ×

306,229 0.7 1.2 過 疎 ×

448,852 1.0 1.7 首 都 ×

8,640,051 20.2 29.6 近 畿 ○

7,659,688 17.9 29.6 中 部 ○

980,363 2.3 市 町 村 圏 ○

27,680,834 64.6 99.3 財 政 再 建 ×

25,043 0.1 0.1 指 数 表 選 定 ○

609,985 1.4 0.0 財 源 超 過 ×

741,140 1.7 0.3
68,864 0.2 0.0
4,852,967 11.3
46,107 0.1 0.2
2,091,177 4.9
190,864 0.4 0.0 議 員 公 務 災 害 × ○ 1

31,401 0.1 非常勤公務災害 × ○ 1

459,641 1.1 退 職 手 当 ○ ○

1,182,188 2.8 事 務 機 共 同 × × 1

911,499 2.1 0.1 税 務 事 務 ○ × 1

3,984,000 9.3 老 人 福 祉 ○ × 1

42,875,710 100.0 100.0 伝 染 病 ○ ○ 32

決算額 構成比 経常収支比率 構成比

10,162,709 24.4 31.3 0.9
7,088,275 17.0 11.9
6,201,670 14.9 8.4 29.6
5,087,438 12.2 18.1 10.6

元 利 償 還 金 5,087,049 12.2 18.1 0.4
一 時 借 入 金 利 子 389 0.0 0.0 3.3

21,451,817 51.6 57.8 1.2
5,118,501 12.3 13.7 13.5
259,905 0.6 0.8 4.5
5,140,103 12.4 10.8 11.4
1,514,815 3.6 5.3 0.1
2,886,647 6.9 8.6 12.2
359,693 0.9 0.4
106,010 0.3 0.0
0 0.0 100.0

6,256,709 15.0 　経常経費充当一般財源等 合 計

78,359 0.2 千円 病 院

普 通 建 設 事 業 費 6,235,611 15.0 　経常収支比率 下 水 道

補　助 3,269,287 7.9 ９１．８ ％ 水 道

単　独 2,795,474 6.7 （ ９７．５ ）％ 国 保

災 害 復 旧 事 業 費 21,098 0.1 　歳入一般財源等 老 人 ９７．４
失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 千円 介 護 ９８．３

41,579,385 100.0 そ の 他 ９６．３

※　（　　　）内は、 減税補てん債（ 161,800 千円）及び臨時財政対策債（ 千円）を経常一般財源等から除いた「経常収支比率」

普通建設事業費の補助事業費には受託事業のうちの補助事業費は含み、単独事業費には同級地団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費は含む。

減 債

一 般 職 員

都道府県名 団体名

２４２０３９

三重県 伊勢市

財 政 調 整

単 年 度 収 支

助 役

1,461,900

区分 １７年国調 １２年国調

水 利 地 益 税 等

旧 法 に よ る 税

特 別 土 地 保 有 税

0
0法 定 外 普 通 税

産 業 構 造

１２年国調世帯数
４６，９５７

平成17年度（千円）

市町村類型　　　　　　　　　３－３

１８年度地方交付税種地　　　　１－４

人口集中地区人口
１７年国調（人）
１２年国調（人）

６１，４２９
６５，１７２

平成18年度（千円）
２０８．５３
６４７

区　　分

１７年国調世帯数
４９，０４５

第１次

第３次
４３，１１２人
６５．７％

４３，６２０人
６４．７％

第２次
１９，３７６人
２９．５％

２０，９４８人
３１．１％

指定団体等の 指
定 状 況

収
　
支
　
状
　
況

積立金取崩し額

△４１７，８７１

歳 入 歳 出 差 引

翌年度繰越財源

実 質 収 支

歳 入 総 額

歳 出 総 額

３，５９２

うち技能労務員

合　　　計 1,129 3,767,290 ３，３３７

３，２７７
217

消 防 職 員

諸 収 入

地 方 債

986,02033,319
内訳
都 市 計 画 税

入 湯 税

事 業 所 税繰 越 金

1,233,887

4,950,369

0.0

0.0
6.4

840,000

積 立 金

3,775,190

2,380,160

4,950,491公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

459,271
1,580,088
65,332

２５，２６０，２９７

29,055

諸 支 出 金

補 助 費 等

742,858

21,098
4,726,364

前年度繰上充用金

歳　出　合　計 41,579,385

繰 出 金

0

51,632被 保 険 者 数 （ 人 ）

80

28,055

実 質 収 支 28,746

３１，２３１，３１７

歳　出　合　計

うち人件費

内
　
　
訳

30,141,432

1,564
0

243,886
1,609,838
50,512

1,339,102

２８，６４７

△１，４６０，３０１
一人当たり平均給料月額（百円）

２，５３４，０００

30,141,432

公 債 費

1,472,156
2,966,952

４２，９３５，８１２
１，７３２，１８８
６８７，１３６
１，０４５，０５２
１，０４５，０５２

３，２９１
３，３７７

0

1,438,813

1,564
5,000,829

3,357,038

積 立 金

繰 上 償 還 金

投 資 的 経 費

0
地 方 債 現 在 高

1,611,402
6,235,611
019,307

前 年 度 繰 上 充 用 金

0投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金

42,075

1,514,815
2,469,189

4,881,394

0
5,087,438

起 債 制 限 比 率 ％

積立金
現在高

特 定 目 的

0
183,147183,147

0

183,147

民 生 費

637,435
465,727

教 育 費

土 木 費 3,398,624

1,531,152

1,357,106

5,602,729

361,580

220,581

うち一部事務組合負担金 災 害 復 旧 費

516,730
787,507
33,848
2,744,009
126,300

0
68,506
534,964

5,597
3,952,921

4,145,634
7,132,534

65,586

総 務 費

12,299,823

労 働 費

1,875,935

4,427,442
169,624

農 林 水 産 業 費

商 工 費

消 防 費

衛 生 費

議 会 費

75,281
18

0

46,107

758,314

448,852

25,043
0

区　　　分

7,659,688
7,659,688

25,714,451

232,881

目 的 税

73,344
1,275,343
16,534
0

7.9
42.6

1.5
4.9
0.0

市　町　村　税　の　状　況　　（単位　千円：％）
徴収済額

経常一般財源等

14,378,722
1,414,196

74,552

306,229

２，４４３人
３．７％

２，７４７人
４．１％

 面積（ｋ㎡）
 人口密度（人）

１３４，９７３人

１３６，１７３人

△０．９％

地 方 譲 与 税

66,991

１３４，５７３人

１３５，５２７人

△０．７％

歳　　入　　の　　状　　況　　　　（単位　　千円　：　％）
区　　分

地 方 税

平 成 １ ８ 年 度 決 算 状 況

人口

住民基本
台帳人口

超過課税分

33.3
1.2

構成比

2.1
法 人 税 割

小　　　　　　　計

所 得 割

鉱 産 税

6,520,501

1,209,848

5,115,247

6,546,636
うち純固定資産税

区　　　　分

個 人 均 等 割

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

市町村
民 税法 人 均 等 割

固 定 資 産 税

988,440
2,420

325,506

14,376,302

0.0

42.4

0.0

6.4

0

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

繰 入 金

187,870

93.6

11,405
0.0

0
0

普　　通

交 通 安 全 交 付 金

分 担 金 ・ 負 担 金

特　　別

扶 助 費

公 債 費

性　　質　　別　　歳　　出　　の　　状　　況　　　（単位　　　千円　：　％）

9,302,254
6,367,193
2,326,080
5,000,829

経常経費充当一般財源等

8,618,403人 件 費

25,905,624

うち職員給

充当一般財源等区　　　分

歳　入　合　計

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴル フ場利用税交付金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

特別地方消費税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

財 産 収 入

寄 附 金

都 道 府 県 支 出 金

使 用 料

国 有 提 供 施 設 交 付 金

手 数 料

国 庫 支 出 金

（一般財源計）

5,000,440内
訳 389

219,863

16,629,163
4,269,039物 件 費

維 持 補 修 費

小　　　　　計

2,322,252

219,811

4,977,529
4,977,140
389

15,918,184

ご み 処 理

１ ８
年度

火 葬 場

常 備 消 防

収 入 役

教 育 長

標 準 財 政 規 模

17.11.01

17.11.01

基 準 財 政 収 入 額Ａのうち普通建設事業費

15,364,742

決算額　A

100.0
目　的　別　歳　出　の　状　況　　　（単位　　千円　：　％）

合　　　　　　　計

実質単 年度 収支

一部事務組合加入の状況 特別職等

172

一
般
職
員
等 臨 時 職 員

区　　　　　分

19

17.11.01

教 育 公 務 員

し 尿 処 理 市 区 町 村 長

62,260
617,850

定
数
適用開始年月日

標 準 税 収 入 額

議 会 議 員

361,580

そ の 他

Ａの充当一般財源等

17.11.01

区　　　　　　分

給料月額（百円）

0.0

基 準 財 政 需 要 額

17.11.01

17.11.01

17.11.01

小 学 校 議 会 議 長

中 学 校 議 会 副 議 長

公 債 費 比 率 ％

財 政 力 指 数 (16 ～ 18)

実 質 収 支 比 率 ％

実 質 公 債 費 比 率 ％

う ち 政 府 資 金

債務負担

行為額

（支出

予定額） 実 質 的 な も の

１，２９６，３２５
７０２，４２４
５９３，９０１
△４５１，１５１

3,087,180
732,810

３３，２８０

徴
収
率

計・
現
年

物 件 等 購 入

土 地 開 発 基 金 現 在 高

保 証 ・ 補 償

そ の 他

４２，８７５，７１０
４１，５７９，３８５

２５，６８７，０３７
０．６５

５，６７０

指　数　等　（単位　千円）

１３，８８９，１２１
１９，９０７，５９３

５，０９０

４４，６６８，０００

職員数（人）

938

２，８３１，０９０

１５．１

１８，０２７，３４９

経 常 一 般 財 源 比 率 ％

一 人 当 た り 平 均 給 料
（ 報 酬 ） 月 額 （ 百 円 ）

公 債 費 負 担 比 率 ％

１００．９

１１．３
５，３４９，６９１
７４６，１９９

１６．０

１０，１３０
７，８５０

２．３

６，８３０

４，５１０

２６，７１３，２４３
６９，７９２

１５．４

２，２５７，７６２

４６，１８６，５９１

３，３４３，１２２
９０．０

市 町 村 民 税

純固定資産税
９３．８
８６．１

合 計

国

民

健

康

保

険

事

業

会

計

の

状

況 保険給付費

被 保 険 者
一 人 当 た り

155
58国庫支出金

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ）

△ 519,953再 差 引 収 支

保険税（料）収入額

※１

※２

※３

※４
※５
※６
※７
※８
※９
※１０
※１１
※１２

※１４

※１５

※１３

※１



（※３）実質収支
　形式収支に、本来、当該年度に属するべき支出額（翌年度への繰越額）及び収入額（繰越額に係る未収入財源）といった発生
主義の要素を加減し、実質的な財政収支の結果を明らかにするもの。（H18年度からの基準による比較）
　　　　　　　　　　　　　　実質収支　　　　　　　形式収支　　　　　　　 翌年度に繰り越すべき財源（道路整備臨時交付金等を除く）
　平成１８年度　　　５９３，９０１千円　＝　１，２９６，３２５千円　－　７０２，４２４千円
　平成１７年度　１，０５４，０５２千円　＝　１，７３２，１８８千円　－　６３５，９０７千円

（※２）形式収支（＝歳入歳出差引）
　現金主義の建前にたって、当該年度に収入された現金と支出された現金との差額を表すもの。
　　　　　　　　　　　　　形式収支　　　　　　　歳入決算額　　　　　　　　　歳出決算額
　平成１８年度　１，２９６，３２５千円　＝　４２，８７５，７１０千円　－　４１，５７９，３８５千円
　平成１７年度　１，７３２，１８８千円　＝　４４，６６８，０００千円　－　４２，９３５，８１２千円

（※１）
◆市町村類型
　市町村の類型を国勢調査の結果に基づき、人口と産業構造で、分類している。
　３：人口で１０万人～１５万人
　２：産業構造で２次・３次の人口が９５％以上で、３次の人口が６５％未満
◆地方交付税種地
　普通交付税における基準財政需要額を算定する際、中核都市とその周辺市町村における財政需要の差異を反映するために
用いるもの。
　「１」　甲（中核都市）　「２」　乙（周辺市町村）　　甲地には、人口集中地区人口、経済構造、宅地平均価格指数、昼間流入人
口を指標として１種地～１０種地までに点数で区分。乙地も、ほぼ同様に１０に区分。

（※４）基準財政収入額
　普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見
込める税収入を一定の方法によって算定した額。
　平成１８年度　　　１３，８８９，１２１千円　　　　　平成１７年度　１３，０６９，９１１千円

　・標準税率で算定された法定普通税及び事業所税収入額
　・法定の率により算定された国有資産等所在市町村交付金
　・利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交
付金及び地方特例交付金の収入見込額

　×７５／１００＋

　・地方譲与税　　　・交通安全対策特別交付金

※地方譲与税とは、所得譲与税、特別とん譲与税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税及び航空機燃料譲
与税

（※５）基準財政需要額
　普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行い、または、施設を維持するために
必要な財政需要を一定の方法によって合理的に算定した額。
　平成１８年度　１９，９０７，５９３千円　　　　　平成１７年度　２０，８３８，４９４千円

（※６）標準税収入額
　標準的な状態で徴収が見込まれる税収入。
　平成１８年度　１８，０２７，３４９千円　　　　　平成１７年度　１７，１１４，４７５千円

　・標準税率で算定された法定普通税及び事業所税収入額
　・法定の率により算定された国有資産等所在市町村交付金
　・利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交
付金及び地方特例交付金の収入見込額

　＋

　・地方譲与税　　　・交通安全対策特別交付金

（※７）標準財政規模
　標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を表す。
　平成１８年度　２５，６８７，０３７千円　　＝　標準税収入額　１８，０２７，３４９千円　＋　普通交付税　７，６５９，６８８千円
　平成１７年度　２４，８８５，１２１千円　　＝　標準税収入額　１７，１１４，４７５千円　＋　普通交付税　７，７７０，６４６千円

（※８）財政力指数
　市の財政力を表す指標で、「１」に近いほど、留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるということになる。「１」を超える
と余裕があり、普通交付税が不交付となる。過去３ヶ年の平均値を用いる。
　平成１８年度　０．６５３　平成１７年度　　０．６２６

（※９）実質収支比率
　実質収支の標準財政規模に対する割合。概ね、３～５％程度が望ましいとされている。
　限られた財源を有効活用し、市民サービスの向上に努力する必要があることから、大きいほど良いと言うものではない。な
お、実質収支が赤字の場合における実質収支比率が、一定の限度を超える団体は、翌年度の地方債の発行が制限される。
　平成１８年度　２．３％　＝　実質収支　　　５９３，９０１　÷　標準財政規模　２５，６８７，０３７　×　１００
　平成１７年度　４．２％　＝　実質収支　１，０４５，０５２　÷　標準財政規模　２４，８５５，１２１　×　１００

（※１４）起債制限比率
　地方債の許可制限に係る指標として使用される。
　平成１８年度　１１．３％　　平成１７年度　１１．６％
　この比率が２０％を超えると、一定の地方債の発行が制限される。算出は、大まかに「元利償還金に充てた一般財源から地方
交付税に算入された公債費を引いた額｣を｢標準財政規模｣で割った数値の過去３ヶ年平均である。

（※１２）公債費比率
　公債費の一般財源に占める割合で、毎年度の元利償還金が適当かどうかを見ることにより、地方債の発行限度を判断する
指標。
　平成１８年度　１５．１％　　平成１７年度　１６．５％

（※１１）公債費負担比率
　財構造の弾力性を見るための指標で、「その年の公債費に充当された一般財源」の「一般財源総額」に占める割合。
　　　平成１８年度　１６．０％　　平成１７年度　１５．３％
　一般的には、財政運営上、１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされている。この比率が高いほど、財政運営が硬直化し
ていることとなる。

（※１０）経常一般財源比率
　歳入構造を分析する指標。
　　　　経常一般財源比率　　　　　経常一般財源等　　　　　　　標準財政規模
　平成１８年度　１００．９％　＝　　２５，９０５，６２４千円　÷　　２５，６８７，０３７千円　×　１００
　平成１７年度　１００．９％　＝　　２５，１０４，６３４千円　÷　　２４，８８５，１２１千円　×　１００

（※１５）経常収支比率
　財政構造の弾力性を測定する比率。
　平成１８年度　９１．８％　　　平成１７年度　９２．９％
　経常経費に充当した経常一般財源の残りの部分が大きいほど、臨時の財政需要に対して余裕が持て、財政構造に弾力性が
あることになる。
　通常、人件費、扶助費、公債費など義務的経費が増加すると、経常収支比率は高くなり、財政運営は硬直化する。
　この比率が８０％を超えると、財政構造の弾力性が失われつつある状態であるといわれている。

（※１３）実質公債費比率
　平成１８年度　１５．４％　　　平成１７年度　１５．４％
　地方債協議制度（平成18年度移行）において、地方債信用維持の観点から、財政状況の悪化している地方公共団体に対し
て、早期是正のための措置を講ずる必要があるため設けられた指標で、18％以上となる地方公共団体は、地方債の借り入れ
に引き続き許可を要することとされています。以下の計算式によって算出されますが、簡単にいうと、標準財政規模に占める実
質的な公債費（市債（借金）の返済額、公営企業債（下水道事業会計などの借金）の返済に充てた繰出金など）の割合（３年間
の平均）のことです。


